
小学校29.3% 小学校 35.3 % 47.1 % D
中学校35.8% 中学校 41.6 % 55.5 % D

高校33.3% 高校 44.9 % 59.9 % D

延べ 2,391 人 99.6 % B

単年度 1,150 人 143.8 % A

小学校 ー % ー %

中学校 ー % ー %

D

%

達成率

38.1

56.4

63.1

61.9

D

D

100.0

96.6

100.0

65.9

76.5

A

か所

基本
方針

Ⅱ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

ー

200.0

100.0

33.3

%

A

B

C

D

A

%

%

%

%

A

令和７年度実績
(４月末現在）

目標値
（令和11年度）

自己評価

D

D

D

D

箇所

か所

か所

学校や各学年の目標、教科等と

の関連などを示した全体計画を

作成、人権教育に取り組んでい

る学校の割合

100%

小学校100%

中学校100%

（令和９年度）

Ⅳ

こども向けパブリック

コメントの実施

15 1

⑱児童虐待防止対策

と社会的擁護の推進

及びヤングケアラー

への支援

○ヤングケアラーへ

の支援

Ⅳ

16 1

①こども・若者が権

利の主体であること

の社会全体での共有

等

○こどもの権利に関

する学習機会の確保

17 1

②こども・若者、子

育て当事者の意見の

適切な社会反映

○こども・若者、子

育て当事者の意見反

映の促進

こどもの意見表明の機会の確保

こども向けパブ

リックコメント

の実施

こどもの意見を施

策に適切に反映

－ %１箇所以上Ⅳ 2

13 1

⑱児童虐待防止対策

と社会的擁護の推進

及びヤングケアラー

への支援

○社会的養護を必要

とするこども・若者

に対する支援

道によるヤングケアラー支援に

関する研修の受講者数
791人

2,400人（延べ）

800人（単年）

（令和７年度）

Ⅳ

14 1

⑱児童虐待防止対策

と社会的擁護の推進

及びヤングケアラー

への支援

○社会的養護を必要

とするこども・若者

に対する支援

里親支援センターの設置数

Ⅳ

（R8年３月現在の施設・里親数を基準）

関係施設～22か所/46か所

里親～0世帯/249世帯

ファミリーホーム～0か所/14か所

道立児童相談所一時保護所～8か所/8か所

％9.5

１か所Ⅳ 1

11 1

⑰障がい児支援・医

療的ケア児等への支

援

○障がいの有無にか

かわらず安心してと

もに暮らすことので

きる地域づくり

意見表明等支援事業を利用可能

なこどもの人数及び割合

一時保護所で暮

らすこども

全社会的養護の下

でくらすこども

12 1

⑰障がい児支援・医

療的ケア児等への支

援

○障がいの有無にか

かわらず安心してと

もに暮らすことので

きる地域づくり

難聴児支援における中核的機能

を有する体制の整備
－

主に重症心身障がい児を支援す

る児童発達支援事業所数
9か所 %21か所Ⅳ

7

8 か所

主に重症心身障がい児を支援す

る放課後等デイサービス事業所

数

10か所 %21か所Ⅳ

10 1

⑰障がい児支援・医

療的ケア児等への支

援

○障がいの有無にか

かわらず安心してと

もに暮らすことので

きる地域づくり

101

113

7 1

⑰障がい児支援・医

療的ケア児等への支

援

○障がいの有無にか

かわらず安心してと

もに暮らすことので

きる地域づくり

児童発達支援センターまたは市町村

中核子ども発達支援センターの設置

数（障がい福祉圏域に１か所以上整

備）

12か所 21か所

医療的ケア児等支援のための関

係機関の協議の場設置
70市町村 %全市町村Ⅳ 市町村

69市町村 %全市町村Ⅳ 市町村

8 1

⑰障がい児支援・医

療的ケア児等への支

援

○障がいの有無にか

かわらず安心してと

もに暮らすことので

きる地域づくり

9 1

⑰障がい児支援・医

療的ケア児等への支

援

○障がいの有無にか

かわらず安心してと

もに暮らすことので

きる地域づくり

医療的ケア児等コーディネー

ターの配置

市町村

4 2

⑭妊娠前から妊娠

期、出産、幼児期ま

での切れ目ない保

健・医療の確保

○周産期医療体制の

整備

地域周産期母子医療センターの

整備圏域数
21か所 か所

54.0%

（令和9年度）

21

173全市町村

13

21

5 2

⑭妊娠前から妊娠

期、出産、幼児期ま

での切れ目ない保

健・医療の確保

○産後ケア体制の充

実
産後ケア事業実施市町村数 166市町村

Ⅳ か所

6 1

⑰障がい児支援・医

療的ケア児等への支

援

○障がいの有無にか

かわらず安心してと

もに暮らすことので

きる地域づくり

保育所等訪問支援事業所数 16か所 21か所

%
21か所

（現状維持）

75.0%

2 3

⑫地域特性を活かし

た多様な教育機会の

提供

○家庭及び社会教育

への支援の促進

家庭教育サポート企業が教育委

員会等と連携して家庭教育支援

を行う市町村の割合

2

⑭妊娠前から妊娠

期、出産、幼児期ま

での切れ目ない保

健・医療の確保

○こども家庭セン

ターの設置促進

こども家庭センター設置市町村

数

28市町村

（R6.5.1時点）

%

市町村3

NO. ステージ 基本方針・取組 指　　標
令和５年度
実績(基準値)

6.7%

（R4実績）

1 3 ⑤いじめ対策
○関係機関における

連携体制の整備

いじめ防止に向け、スクールカウン

セラーや弁護士等の専門家を交えて

研修等を複数回行っている学校の割

合

%
全市町村

（令和8年度）
118

41.3

北海道こども計画関連指標に関する点検・評価

９月～11月に取りまとめ

資料５－３



達成率
基本
方針

令和７年度実績
(４月末現在）

目標値
（令和11年度）

自己評価NO. ステージ 基本方針・取組 指　　標
令和５年度
実績(基準値)

小学校 85.6 % 85.6 % C

中学校 80.8 % 80.8 % C

小学校 89.4 % 89.4 % C
中学校 89.2 % 89.2 % C
高校 92.2 % 92.2 % B

小学校 75.3 % 75.3 % D

中学校 ー % ー %

高校 ー % ー %

単年度 28 校 116.7 % A

延べ 140 校 116.7 % A

小学校 % 0.0 %

中学校 % 0.0 %

小学校 80.1 % 78.0 % D

中学校 75.8 % 75.8 % D

小学校 - % %

中学校 - % %

小学男子 90.3 % 84.5 % C

小学女子 83.8 % 83.8 % C

中学男子 88.6 % 88.6 % C

中学女子 75.1 % 75.1 % D

小学校 82.5 % 82.5 % C

中学校 66.4 % 66.4 % D

小学校 ー % ー %

中学校 ー % ー %

回

%

D

D

D

D

%

41.3

ー

D

D

C

異なる年代（学年）や他の校種

と交流する活動を行っている学

校の割合

小学校94.1%

中学校96.6%

小学校100%

中学校100%

（令和９年度）

Ⅲ

131,211

33 3

⑫地域特性を活かし

た多様な教育機会の

提供

○家庭及び社会教育

への支援の促進

%
18.9万人

（令和９年度）
Ⅲ 人 69.4

34 3

⑫地域特性を活かし

た多様な教育機会の

提供

○家庭及び社会教育

への支援の促進

35 3

⑫地域特性を活かし

た多様な教育機会の

提供

○家庭及び社会教育

への支援の促進

道立青少年体験活動支援施設の

利用者数
123,263人

人

小学校80.4%

中学校65.8%

小学校100%

中学校100%

（令和９年度）

Ⅲ

ー

31 3

⑪18歳成年に伴う主

権者教育等の充実と

キャリア教育の推進

○キャリア教育の推

進等

体験的な学習活動を経験した生

徒の割合

32 3

⑫地域特性を活かし

た多様な教育機会の

提供

○家庭及び社会教育

への支援の促進

全国学力・学習状況調査で「将来の

夢や目標を持っている」という設問

に、「当てはまる」、「どちらかと

いえば当てはまる」と回答した小

卒業時に進路希望を設定できな

い生徒数
16人

66.8%

20人

（令和９年度）
Ⅲ

青少年向け木育教室等の実施回

数
250回 %

370回

（令和13年度）
Ⅲ 64.3238

58.0% %
100.0%

（令和9年度）
Ⅲ 66.8

30 1

⑩多様な遊びや体

験、活躍できる機会

づくり

○木育の推進

小学男子91.3%

小学女子84.9%

中学男子84.9%

中学女子70.1%

小学男子100%

小学女子100%

中学男子100%

中学女子100%

（令和９年度）

Ⅲ

147

27 1

⑩多様な遊びや体

験、活躍できる機会

づくり

○文化、スポーツ等

に親しむ環境の整備

体験活動を学校全体の計画に位

置づけている割合

%
全市町村

（令和10年度）
Ⅲ 82.1

28 3

⑩多様な遊びや体

験、活躍できる機会

づくり

○文化、スポーツ等

に親しむ環境の整備

体育の授業以外で１週間に運

動・スポーツの総運動時間が60

分以上と回答した小５、中２の

割合

29 1

⑩多様な遊びや体

験、活躍できる機会

づくり

○食育の推進 食育推進計画作成市町村数 151市町村 市町村

小学校100%

中学校100%

（令和９年度）

Ⅲ

25 2

⑨こどもの誕生前か

ら幼児期までのこど

もの成⾧の保障と遊

びの充実

○保育サービスの充

実
待機児童数

28人

（R6.4.1）

小学校85.0%

中学校78.5%

小学校100%

中学校100%

（令和９年度）

Ⅲ

26 3

⑨こどもの誕生前か

ら幼児期までのこど

もの成⾧の保障と遊

びの充実

○望ましい生活習慣

確立のための意識啓

発

「朝食を毎日食べている」小

６、中３の割合

小学校80.7%

中学校75.4%

小学校92.3%

中学校91.2%
100.0%Ⅲ

34

23 1 ⑧生活環境の整備
○子育てバリアフ

リー等の整備

「北海道赤ちゃんのほっとス

テーション」登録施設のある市

町村数

%ゼロⅢ 77.6

24 1 ⑧生活環境の整備

○犯罪に巻き込まれ

ない安全で安心な地

域づくり等の促進

地域と連携した通学路の安全確

保の取組状況

市町村

人

次世代教育のための出前講座実

施数（実施校）
27校（R5単年）

24校（単年度）

（延べ120校）
Ⅲ

97

21 1

⑦社会全体でこど

も・子育て支援の取

組の推進

○官民協働による地

域全体で取組の促進

92市町村 %全市町村Ⅲ 54.2

22 1

⑦社会全体でこど

も・子育て支援の取

組の推進

○次世代教育の推進

%市町村

小学校88.5%

中学校90.0%

高校92.8%

100.0%

（令和９年度）
Ⅱ

18 3 ⑤いじめ防止
○いじめ未然防止教

育の推進

いじめに対する意識（全国学力・学習状

況調査において、「いじめは、どんな理

由があってもいけないことだと思う」と

いう設問について、「当てはまる」と回

答した小学校６年生、中学校３年生の割

合）

小学校85.6%

中学校82.6%

小学校76.8%

中学校68.9%

高校77.2%

100.0%

（令和９年度）
Ⅱ

74

19 3 ⑤いじめ防止
○関係機関における

連携体制の整備

文部科学省調査の「いじめの認

知件数」のうち、「解消してい

るもの」の割合

20 3
⑥不登校のこどもへ

の支援
○支援体制の整備

文部科学省調査の「不登校児童

生徒」のうち、「学校内外の機

関等」において、相談・指導等

を受けた児童生徒の割合

せわずき・せわやき隊等の組織

化
74市町村 全市町村Ⅲ

100.0%

（令和９年度）
Ⅱ

９月～11月に取りまとめ

集計中

９月～11月に取りまとめ

９月～11月に取りまとめ

９月～11月に取りまとめ



達成率
基本
方針

令和７年度実績
(４月末現在）

目標値
（令和11年度）

自己評価NO. ステージ 基本方針・取組 指　　標
令和５年度
実績(基準値)

D

A

B

%

ー

%

D

ー

D

D

%

96.9%

Ⅳ

Ⅳ

Ⅳ

Ⅳ

Ⅳ

Ⅳ

Ⅳ

Ⅳ %ー

%% ーー

%

%現状を維持

%

減少させる

90市町村以上 78.9

生活保護世帯に属するこどもの

大学等学校等進学率
41.4%

市町村

%

ひとり親家庭の親の正規の職

員・従業員の割合（母子世帯）

49.0%

（R2実績）

ー

10.0%

（R4実績）
%

増加させる

50.7%

ー

ー

ー

ー

ー

%ー

51 1

⑰障がい児支援・医

療的ケア児等への支

援

○障がいの有無にか

かわらず安心してと

もに暮らすことので

きる地域づくり

北海道障がい者歯科医療協力

医・協力歯科衛生士のいる市町

村数

75市町村

減少させる %ー

48 1 ⑯こどもの貧困対策
○ひとり親家庭等へ

の支援

ひとり親家庭において、こども

のことで困ったことや悩みがあ

るときに相談する相手がいない

と答えた割合

Ⅳ

81.5%

（R2実績）
%83.0% %ー

49 1 ⑯こどもの貧困対策
○ひとり親家庭等へ

の支援

ひとり親家庭において、経済理由

で、電気・ガス・水道のいずれかの

料金を支払いができなかった経験が

「あった」と答えた割合

16.6%

（R4実績）

減少させる

71

50 1 ⑯こどもの貧困対策
○ひとり親家庭等へ

の支援

ひとり親家庭において、経済的

理由で、家族が必要とする食料

を買えなかった経験が「あっ

た」と答えた割合

36.8%

（R4実績）

1 ⑯こどもの貧困対策
○保護者に対する就

労支援

46 1 ⑯こどもの貧困対策
○保護者に対する就

労支援

ひとり親家庭の就業率（母子世

帯）

ひとり親家庭の就業率（父子世

帯）

88.4%

（R2実績）
%増加させる %ー47

51.5%Ⅳ % 73.237.7

88.2%

（R4実績）

42 1 ⑯こどもの貧困対策 ○教育支援

1 ⑯こどもの貧困対策
○保護者に対する就

労支援

43 1 ⑯こどもの貧困対策 ○生活支援
ひとり親家庭のこどもの就園率

（保育所・幼稚園）

% ー

44 1 ⑯こどもの貧困対策
○保護者に対する就

労支援

ひとり親家庭の親の正規の職

員・従業員の割合（父子世帯）

72.0%

（R2実績）

ー

45

生活保護世帯に属するこどもの

高等学校等進学率
94.8% %98.5%Ⅳ % 94.292.8

%1.8%Ⅳ % 51.4

40 1 ⑯こどもの貧困対策 ○教育支援

41 1 ⑯こどもの貧困対策 ○教育支援
生活保護世帯に属するこどもの

高等学校等中退率
3.8% 3.5

４か所 %６か所 か所 66.7Ⅲ 438 2

⑭妊娠前から妊娠

期、出産、幼児期ま

での切れ目ない保

健・医療の確保

○総合周産期医療体

制の整備

総合周産期母子医療センターの

整備県域数

177市町村 %全市町村Ⅳ 市町村 100.017939 1 ⑯こどもの貧困対策 ○教育支援
新入学児童生徒学用品等の入学

前支休の実施市町村

97.2% %100.0%Ⅲ % ーー

%100.0% % ー

36 2

⑭妊娠前から妊娠

期、出産、幼児期ま

での切れ目ない保

健・医療の確保

○母子保健サービス

の推進体制の整備
１歳６ヶ月児健康診査受診率

37 2

⑭妊娠前から妊娠

期、出産、幼児期ま

での切れ目ない保

健・医療の確保

○母子保健サービス

の推進体制の整備
３歳児健康診査受診率Ⅲ

集計中

Ｒ10年度に取りまとめ

Ｒ10年度に取りまとめ

集計中



達成率
基本
方針

令和７年度実績
(４月末現在）

目標値
（令和11年度）

自己評価NO. ステージ 基本方針・取組 指　　標
令和５年度
実績(基準値)

３歳未満 65.1 % 86.8 % C

就学前 58.2 % 77.6 % D

学齢期以降 33.2 % 66.4 % D

男性 43.2 % 50.8 % D

女性 92.5 % 102.8 % A

-

-

-

C

B

-

ー

ー

%

% ー

-

Ⅴ

Ⅳ

Ⅳ

３歳未満

３歳以上の就学前

75%

学齢期以降

50%

98.5%

51.5% ー

ー

61.8%

－

100.0%

－

%

%

－

－

%

98.484.3

88.962.2

男性85.0％

女性90.0％

70.0%

全国平均以上

%

3 ⑯こどもの貧困対策 ○相談支援
スクールカウンセラー配置校数

（小学校）
729校

全世帯のこどもの高等学校中退

者のうち、「経済的理由」で退

学したものの割合（公立）

0.1%

（R4実績）

62 3 ⑯こどもの貧困対策 ○相談支援
スクールカウンセラー配置校数

（中学校）

ー

ー

63 3 ⑯こどもの貧困対策 ○生活支援 ーⅣ

4

㉓共働き・共育ての

推進、男性の家事・

子育てへの主体的な

参加促進・拡大

○働きたい女性の就

労・雇用継続支援
女性（25～34歳）の就業率

78.9%

（全国82.5％）

36.0％

(R4実績)

%

59 1 ⑯こどもの貧困対策 ○相談支援

ひとり親家庭のうち養育費につ

いての取り決めをしている割合

（母子世帯）

60.5％

(R4実績)

58

ー

－

ー

%

Ⅳ

Ⅳ

60 1 ⑯こどもの貧困対策 ○相談支援

ひとり親家庭のうち養育費につ

いての取り決めをしている割合

（父子世帯）

443校

61

57 4

㉓共働き・共育ての

推進、男性の家事・

子育てへの主体的な

参加促進・拡大

○両立のための環境

整備
年次有給休暇取得率 %

1

⑱児童虐待防止対策

と社会的擁護の推進

及びヤングケアラー

への支援

○社会的養護を必要

とするこども・若者

に対する支援

３歳未満、３歳以上の就学前、

学童期以降の里親等委託率

36.1%

（R4実績）

53 1

⑱児童虐待防止対策

と社会的擁護の推進

及びヤングケアラー

への支援

○社会的養護を必要

とするこども・若者

に対する支援

児童養護施設のこどもの高等学

校等進学率

Ⅳ

Ⅴ

Ⅴ

1

⑲こども・若者の自

殺対策、犯罪などか

らのこども・若者を

守る取組

○こども・若

者を犯罪被害

から守る環境

づくり

学校における教育の情報化の実態等

に関する調査において、「情報活用

の基盤となる知識や態度について指

導する能力」について、「でき

る」、「ややできる」と回答した教

員の割合

89.5%

Ⅳ

Ⅳ

98.2% %ー

56 4

㉓共働き・共育ての

推進、男性の家事・

子育てへの主体的な

参加促進・拡大

○両立のための環境

整備
育児休業制度取得率

男性 29.4％

女性 83.5％

55

39.2%54 1

⑱児童虐待防止対策

と社会的擁護の推進

及びヤングケアラー

への支援

○社会的養護を必要

とするこども・若者

に対する支援

児童養護施設のこどもの大学等

進学率

52 Ⅳ

９月～11月に取りまとめ

集計中


